
令和2年3月3日

第2回 日南町議会定例会議案

日 南 町



 

 

議案第5号 

 

 

権利の放棄について（水道料金債権） 

 

 

次のとおり、権利を放棄することについて、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条 

 

第1項第10号の規定により、本議会の議決を求める。 

 

 

令和2年3月3日提出 

 

 

                           日南町長  中村 英明 

 

 

1 放棄する権利  水道料金債権（督促手数料を含む。） 

 

2 放棄する債権額等 

  

（1）件 数     2件 

 

（2）債権額     11,574円 

 

3 放棄の理由   債務者の破産事件終結により、債権の放棄を行うもの。 

 

4 放棄の時期   議決の日 

 

 

 

 

 

 



 

 

議案第5号資料 
 

 

 

債権放棄 水道料金11,414円＋督促料160円 

1人 2件 

No 債務者 未収額 措置 経過 

1 Ａ 水道料11,414円＋督促料160円 債権放棄（議会議

決） 

債務者の破産事件終結により、

債権の放棄を行うもの。 



 

 

議案第6号 

 

 

権利の放棄について（町営住宅使用料債権） 

 

 

次のとおり、権利を放棄することについて、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条 

 

第1項第10号の規定により、本議会の議決を求める。 

 

 

令和2年3月3日提出 

 

 

                           日南町長  中村 英明 

 

 

1 放棄する権利  町営住宅使用料債権（督促手数料を含む。） 

 

2 放棄する債権額等 

  

(1) 件 数     2件 

 

(2) 債権額     65,800円 

 

3 放棄の理由   債務者の破産事件終結により、債権の放棄を行うもの。 

 

4 放棄の時期   議決の日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

債権放棄  町営住宅使用料65,640円＋督促料160円 

1人 2件 

 

議案第6号資料 

No 債務者 未収額 措置 経過 

1 Ａ 町営住宅使用料65,640

円＋督促料160円 

債権放棄（議会

議決） 

債務者の破産事件終結により、

債権の放棄を行うもの。 

 



議案第7号 

 

 

工事請負契約の変更について（日南町デジタル防災行政無線(同報系・移動系)整備工事） 

 

 

 次のとおり工事請負契約を変更することについて、地方自治法(昭和22年法律第67号)第96条第

1項の規定により、本議会の議決を求める｡ 

 

 

令和2年3月3日提出 

 

 

                           日南町長 中村 英明 

 

 

 

 

 

1. 工 事 名    日南町デジタル防災行政無線(同報系・移動系)整備工事  

 

 

 

2. 変更契約の金額    契約金額「371,520,000円」を「365,482,800円」とする。 

          （変更による減額6,037,200円、消費税込み） 

 

 

3． 契 約 の 相 手 方   広島市中区八丁堀5番7号 

                       パナソニックシステムソリューションズジャパン株式会社 

               中国社 社長 今井 克博 

 



議案第8号 

 

 

工事請負契約の変更について（令和元年度 日南町TOWNS-NET光化工事(第1期)） 

 

 

 次のとおり工事請負契約を変更することについて、地方自治法(昭和22年法律第67号)第96条第

1項の規定により、本議会の議決を求める｡ 

 

 

令和2年3月3日提出 

 

 

                           日南町長 中村 英明 

 

 

 

 

 

1. 工 事 名    令和元年度 日南町TOWNS-NET光化工事(第1期)  

 

 

 

2. 変更契約の金額    契約金額「679,800,000円」を「606,490,500円」とする。 

          （変更による減額73,309,500円、消費税込み） 

 

 

3． 契 約 の 相 手 方   鳥取県鳥取市西品治字田島前ノ二816番地1 

                       株式会社中電工 鳥取統括支社 

               執行役員支社長 二反田 正克 

 



議案第9号 

 

 

日南町過疎地域自立促進計画の一部変更について 

 

 

次のとおり、日南町過疎地域自立促進計画の一部を変更することについて、過疎地域自立促進

特別措置法(平成12年法律第15号）第6条第1項の規定により、本議会の議決を求める。 

 

 

令和2年3月3日提出 

 

 

日南町長  中村 英明 

 

 

 計画の中で平成28年度から令和2年度までの期間に過疎債の財政支援を受けて実施する事業

名と事業内容の一部を変更する。 

  

別紙、新旧対照表のとおり。 



区　　分 備考

１．産業の振興 P.11の本文中 P.11の本文中

P.12の表中 P.12の表中

備考 備考

　また、一次産業だけの産業振興から脱却し、６次産業
化の推進により、道の駅等への集客、交流の拡大と地場
産業の振興を図るとともに、中心地域に道の駅を核とす
る商業ゾーンを整備し、町外からの誘客による商業の振
興などを進め、活力と魅力ある町を創造していきます。

　また、一次産業だけの産業振興から脱却し、６次産業
化の推進により、道の駅等への集客、交流の拡大と地場
産業の振興を図るとともに、中心地域に道の駅を核とす
る商業ゾーンを整備し、町外からの誘客による商業の振
興などを進め、活力と魅力ある町を創造していきます。
さらに、新たな人材獲得のため、開業・企業支援に取り
組んでいきます。

（中略） （中略）

過疎地域自立促進市町村計画（変更）過疎地域自立促進市町村計画（変更）

変　　更　　前 変　　更　　後

　また、慢性的人手不足の解消策として、多様な価値
観・生活スタイルを享受できる職場作り（ワークライフ
バランス推進）を積極的に支援し、潜在的労働力をフル
に活用していきます。

　また、慢性的人手不足の解消策として、多様な価値
観・生活スタイルを享受できる職場作り（ワークライフ
バランス推進）を積極的に支援し、潜在的労働力をフル
に活用していくとともに、保育園・小学校の早い段階で
仕事に触れる機会を作り、町内企業への関心、働く意欲
を育んでいきます。

事業内容

基盤整備事業負担金 町

しっかり守る農村基盤交付金

事業主体

しっかり守る農村基盤交付金 町農業 農業町
(1)基盤整備

事業名 事業内容 事業主体 事業名

(1)基盤整備

公有林整備（保有管理等）公有林整備（保有管理等） 町

基盤整備事業負担金 町

町林業 林業

町産材利用促進助成 町 町産材利用促進助成 町

合板・製材生産性強化支援事
業

町
合板・製材生産性強化支援事
業

町



P.13-14の表中 P.13-14の表中

備考 備考

(9) 過疎地域自立促
進特別事業

町 町

事業内容 事業内容

町 町

町

町

町

産業遺産の活用に向けた学術
調査事業（略）

にちなん食のバザール補助事
業
（略）

町
(9) 過疎地域自立促
進特別事業

小規模事業者経営改善資金利
子補給事業
（略）

小規模事業者経営改善資金利
子補給事業
（略）

簡易水道原水等のﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ化
（略）

簡易水道原水等のﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ化
（略）

にちなん食のバザール補助事
業
（略）

産業遺産の活用に向けた学術
調査事業（略）

事業主体 事業名事業名 事業主体

古民家活用体験事業
（略） 町

古民家活用体験事業
（略） 町

ワークライフバランス推進事
業
（略）

町
ワークライフバランス推進事
業
（略）

町

町

町産米検査料助成事業
（略） 町

町産米検査料助成事業
（略） 町

町

雌牛導入奨励事業
（略） 町

観光ｳｪﾌﾞｻｲﾄ制作委託事業
（略）

雌牛導入奨励事業
（略） 町

観光ｳｪﾌﾞｻｲﾄ制作委託事業
（略）

町産材加工施設改修事業

林業成長産業化対策事業 町林業成長産業化対策事業 町

町

日野川の森林木材団地整備事
業 町

日野川の森林木材団地整備事
業 町



P.19の表中 P.19の表中

備考 備考

３．生活環境の整備 P.21の本文中 P.21の本文中

町関連施設光化工事 町

有線テレビジョ
ン放送施設

ＣＡＴＶ設備等の更新に向け
ての施設整備事業（ＦＴＴＨ
化）

町

その他の情報化のための施設
(地域チャンネルHD化) 町

町

　中心地域整備事業による各種施設整備に伴う簡易水道
施設及び農業集落排水処理施設への接続工事を実施しま
す。上下水道の効率的な維持管理と料金改正を行いなが
ら財務状況を検証しつつ、民間業者による維持管理業務
の委託と公営企業会計法適用化の整備を進めます。
　近年の異常気象等による災害時の水の確保対策に取り
組みます。

防災行政用無線
施設

有線テレビジョ
ン放送施設 町

その他の情報化のための施設
(地域チャンネルHD化)

　中心地域整備事業による各種施設整備に伴う簡易水道
施設及び農業集落排水処理施設への接続工事を実施しま
す。上下水道の効率的な維持管理と料金改正を行いなが
ら財務状況を検証しつつ、民間業者による維持管理業務
の委託と公営企業会計法適用化の整備を進めます。

社員住宅整備補助事業
（空き家の利活用と町内企業
の雇用促進を図るため、町内
施工業者を活用して改修した
住宅に従業員を入居させた事
業者に対して補助を行う）

町

ＣＡＴＶ設備等の更新に向け
ての施設整備事業（ＦＴＴＨ
化）

町

町

事業主体

２．交通通信体系の整
備、情報化及び地域間交
流の促進 事業内容 事業主体 事業名 事業内容

おしごとフェア委託事業
（保育園・小学校の早い段階
で仕事に触れる機会をつく
り、町内企業への関心、働く
意欲の創出を図る。）

事業名

その他情報化の
ための施設

(6)電気通信施設等
情報化のための施設

行政防災無線更新（デジタル
化） 町防災行政用無線

施設

その他情報化の
ための施設

(6)電気通信施設等
情報化のための施設

行政防災無線更新（デジタル
化）



P.22の表中 P.22の表中

備考 備考

６．教育の振興 P.31-32の表中 P.31-32の表中

備考 備考

P.32の表中 P.32の表中

備考 備考

給食施設整備改修給食施設

町

町

町

町

衛生設備改修その他

教員住宅整備改修

その他

事業名 事業内容 事業主体

(1)学校教育関連施
設　　校舎 老朽施設の改修

町教員住宅整備改修

(1)学校教育関連施
設　　校舎 老朽施設の改修

町

教職員住宅

屋内運動場

その他

教職員住宅

照明機器等改修

給水施設整備事業

町

事業名

(1)水道施設

簡易水道

(1)水道施設

町

家庭用水施設整備推進事業 町

簡易水道統合整備事業

事業名 事業内容 事業主体

事業内容 事業主体

町簡易水道

屋内運動場町

事業名 事業内容 事業主体

簡易水道統合整備事業

事業主体

町衛生設備改修

事業名 事業内容

照明機器等改修

町

家庭用水施設整備推進事業 町

事業名 事業内容 事業主体

町

(4) 過疎地域自立促
進特別事業

学校や家庭における教育支援
（略） 町

(4) 過疎地域自立促
進特別事業

学校や家庭における教育支援
（略） 町

国際交流事業
（略） 町

国際交流事業
（略）



ＩＣＴ教育の充実
（略）

高等学校教科書等助成事業
（略） 町

米飯給食負担金支援事業
（日南町内の児童・生徒に対
して町が推進している米飯給
食のうち、米代金を補助し、
物価が上昇している中、保護
者の負担軽減を図る）

町

ＩＣＴ教育の充実
（略） 町

町

高等学校等通学費等助成事業
町（略） 町

高等学校等通学費等助成事業
町（略） 町

高等学校教科書等助成事業
（略）

町



過疎地域自立促進市町村計画参考資料

１．事業計画（平成２８年度～令和２年度）

H28 H29 H30 R1 R2

１．産業の振興  (1) 基盤整備

農　業　 町 71,000 11,000 15,000 15,000 15,000 15,000

県 35,700 2,100 4,800 10,900 5,300 12,600

林　業　 公有林整備 町 136,000 68,000 68,000

(保育管理等)

町 900 450 450

町 83,400 83,400

町 523,736 48,486 106,250 190,000 179,000

町 620,000 620,000

町 3,025 3,025

 (3) 経営近代化施設

農　業　 町 19,850 2,850 0 17,000

林　業　 町 35,000 35,000

(7)商業

共同利用施設 町 6,000 3,000 3,000

その他

町産材加工施設改修事業

町産材利用促進助成

合板・製材生産性強化支援事業

林業成長産業化対策事業

日野川の森林木材団地整備事業

農業機械導入補助

高性能林業機械導入補助

中心地域整備事業　隣接地等整備

議案第9号資料

単位：千円

しっかり守る農村基盤交付金

基盤整備事業負担金

自立促進
施策区分

事　業　名　　　　（　施　設　名　） 事　業　内　容
事　業
主　体

変　更　後

概　算
事業費

年　　　　度　　　　別　　　　区　　　　分
備　考



H28 H29 H30 R1 R2

自立促進
施策区分

事　業　名　　　　（　施　設　名　） 事　業　内　容
事　業
主　体

変　更　後

概　算
事業費

年　　　　度　　　　別　　　　区　　　　分
備　考

 (8) 観光又はレクリエーション

町 29,500 8,500 12,100 4,300 2,300 2,300

町 2,000 1,000 1,000

 (9) 過疎地域自立促進特別事業

町 30,664 5,562 6,977 6,125 6,000 6,000

町 7,000 7,000 0 0

町 42,500 5,500 6,700 10,300 10,000 10,000

町 730 30 500 100 100

町 4,200 4,200

町 170,000 34,000 34,000 34,000 34,000 34,000

観光・レクリエーション施設整備

原木価格安定対策事業（木材加工
流通業者の仕入れ価格を軽減する
ことで、林業関係者の経営安定を図
る）

新規就農者ハウス等整備助成（就農
の際の初期投資にかかるハウス等
整備に対する助成を行う）

トマトハウス団地造成事業（ハウス
団地の整備を支援することによっ
て、地域における農業の生産額拡大
や担い手の育成を図る）

企業支援対策（補助交付、貸付金、
機器ﾘｰｽ助成）（企業等の誘致や新
たな起業の活性化を図るため、助成
金や貸付け等を行う）

観光ガイドボランティア育成への支
援等（観光ガイドボランティアを育
成、活用し町の交流人口拡大を図
る）

観光ガイドブックの作成（町の紹介冊
子等を作成し、観光客誘致と情報発
信を図る）

歴史・産業遺産施設整備等



H28 H29 H30 R1 R2

自立促進
施策区分

事　業　名　　　　（　施　設　名　） 事　業　内　容
事　業
主　体

変　更　後

概　算
事業費

年　　　　度　　　　別　　　　区　　　　分
備　考

町 22,000 4,400 4,400 4,400 4,400 4,400

町 18,800 5,000 2,500 2,100 4,200 5,000

町 1,845 1,845

町 76,000 14,000 17,000 15,000 15,000 15,000

町 2,000 2,000 0 0

町 32,300 6,000 6,000 7,000 7,000 6,300

町 2,000 1,000 1,000

トマト選果場利用促進事業（出荷者
に対し選果場利用料の一部を補助
することによって、利用と供給量の増
加を促し農業の振興に繋げる）

簡易水道原水等のﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ化（地域
の産業資源を活かした商品開発によ
り産業の振興を図る）

担い手集積助成事業（担い手農家
への農地集積を促進し、遊休農地の
減少と特定農業団体の育成を図る）

農業者支援補助事業（農機具等の
導入費に対し一部助成を行うこと
で、農業者の生産意欲拡大を図る）

山林情報バンク事業委託（山林・林
業情報を管理し、町外在住の山林所
有者に適正な情報の提供を図り、適
正な管理を実施する）

野菜等振興補助（農産物の産地とし
て更なる発展のため、生産者に対し
て種苗代等を助成し農業の振興を
図る）

特産品ブランド化事業（現在の特産
品である一次産品から新たな日南ブ
ランドの特産品を作り販売することに
よって、農業を含めた産業の振興を
図る）



H28 H29 H30 R1 R2

自立促進
施策区分

事　業　名　　　　（　施　設　名　） 事　業　内　容
事　業
主　体

変　更　後

概　算
事業費

年　　　　度　　　　別　　　　区　　　　分
備　考

町 600 600

町 24,731 4,190 4,736 6,805 4,300 4,700

町 3,500 1,000 1,000 1,000 0 500

町 900 900

町 5,000 5,000

町 7,500 3,000 1,500 1,500 1,500

町 961 146 215 300 300

観光ウェブサイト制作委託事業
（観光を産業振興として取り組む中
で、戦略的な情報発信が不可欠であ
るため、『観光情報発信ウェブサイ
ト』を新たに立ち上げる。）

古民家活用体験事業
（町内に複数残る古民家を拠点とし
て、本町の最大の観光資源である
「自然」「農」を活用した体験型観光メ
ニューの開発等を行う。）

小規模事業者経営改善資金利子補
給事業
（日本政策金融公庫が取り扱う融資
制度のうち、『小規模事業者経営改
善資金（マル経融資）』にかかる資金
利子の一部を助成する。）

産業遺産の活用に向けた学術調査
事業（産業遺産による観光振興に向
けて学術的価値・保存の方法等を調
査する）

町産米検査料助成事業（町内産の
新米検査に対して助成することで、
生産意欲の向上を図る）

雌牛導入奨励事業（和牛畜産農家
が繁殖雌牛を導入する際、その導入
金額の一部を助成することにより、
畜産農家の意欲・所得の向上及び
畜産の振興を図る）

ワークライフバランス推進事業（仕事
と生活の調和を目指した取組みを支
援し、人手不足の解消を図る）



H28 H29 H30 R1 R2

自立促進
施策区分

事　業　名　　　　（　施　設　名　） 事　業　内　容
事　業
主　体

変　更　後

概　算
事業費

年　　　　度　　　　別　　　　区　　　　分
備　考

町 8,288 4,144 4,144

町 2,000 2,000

町 550 550

 (10) その他

町 80,347 10,787 12,860 18,900 18,900 18,900

　小　計 － － 2,110,527 204,014 185,705 291,145 1,017,919 411,744

－ － 464,069 88,227 92,459 97,945 90,944 94,494

過疎債ソフト分
事業実施分 － － 464,069 88,227 92,459 97,945 90,944 94,494

過疎債ソフト分
基金積立分 － －

基金取崩分 － －

２．交通通信体 (1) 市町村道

　系の整備、情 道路　 霞福塚線改良 町 184,556 2,406 38,050 44,100 50,000 50,000

　報化及び地域  L=320m,　　W=5.5(7.0)m

　間交流の促進

大菅阿毘縁線改良 町 129,000 43,000 43,000 43,000

 L=800m,　　W=5.5(7.0)m

古市佐木谷線改良 町 25,000 25,000

 L=300m,　　W=5.5(7.0)m

おしごとフェア委託事業
（保育園・小学校の早い段階で仕事
に触れる機会をつくり、町内企業へ
の関心、働く意欲の創出を図る。）

社員住宅整備補助事業
（空き家の利活用と町内企業の雇用
促進を図るため、町内施工業者を活
用して改修した住宅に従業員を入居
させた事業者に対して補助を行う）

（うち過疎地域自立促進特別事業分）

鳥獣害防止対策

にちなん食のバザール事業補助金
（日南町で生産される農産物や農産
加工品等の販売機会の拡大、地産
地消の推進及び食を中心とした誘客
による交流人口増加を図る事業の
実施に要する経費を交付する）



H28 H29 H30 R1 R2

自立促進
施策区分

事　業　名　　　　（　施　設　名　） 事　業　内　容
事　業
主　体

変　更　後

概　算
事業費

年　　　　度　　　　別　　　　区　　　　分
備　考

生山印賀線改良 町 113,061 41,061 16,000 26,000 30,000

 L=800m,　　W=5.5(7.0)m

福万来佐木谷線改良 町 133,000 70,000 63,000

 L=700m,　　W=5.5(7.0)m

佐木谷虫尾線改良 町 35,000 15,000 20,000

 L=200m,　　W=4.0(5.0)m

日南中学校線改良 町 140,000 30,000 110,000

 L=  70m,　　W=5.5(9.0)m

立石吉鈩線改良 町 70,000 10,000 60,000

 L=  300m,　　W=4.0(5.0)m

野田塚原線改良 町 33,075 33,075

 L=  220m,　　W=5.5(7.0)m

町道内方線 町 90,000 5,238 32,800 36,000 15,962

Ｌ＝400ｍ　W=4.0（5.0）

北の原権現線補修 町 20,000 15,000 5,000

 L=700m,　　W=4.5(5.5)m

舗装修繕・霞福塚線外１９路線 町 131,435 9,435 10,500 31,500 40,000 40,000

法面修繕

日南病院線ほか１０路線 町 168,607 47,107 29,100 12,400 40,000 40,000

トンネル修繕

三国山線 町 5,748 5,748

町道落石危険防止対策事業 町 70,000 28,760 10,275 10,000 10,000 10,000

　



H28 H29 H30 R1 R2

自立促進
施策区分

事　業　名　　　　（　施　設　名　） 事　業　内　容
事　業
主　体

変　更　後

概　算
事業費

年　　　　度　　　　別　　　　区　　　　分
備　考

橋りょう　 橋りょう補修

塚原上石見線外２１路線 町 108,016 35,366 39,650 23,000 10,000

(3) 林　道

林道内方線新設改良 町 388,586 54,586 72,000 83,000 175,000 4,000

L=2,000m,　　W=3.0(4.0)m

森林基幹道窓山線整備負担金 鳥取県 6,624 2,424 4,200

L=5,800m,　　W=3.0(4.0)m

道整備交付金県営事業負担金 鳥取県 23,317 3,067 6,750 6,000 7,500

L=825m,　　W=3.0(4.0)m

県営窓山林道整備事業負担金 鳥取県 52,498 5,490 8,383 9,750 16,875 12,000

L=250m,

林道船通山線法面修繕事業 町 87,000 17,000 20,000 50,000

(6)電気通信施設等

防災行政用無線施設 行政防災無線更新（デジタル化） 町 700,000 318,000 382,000

その他情報化のための施設 町 11,394 11,394

町 14,020 14,020

有線テレビジョン放送施設 町 874,998 33,156 666,820 175,022

(7) 自動車等

自動車　 町営バス９台購入 町 140,900 18,600 30,900 29,900 32,600 28,900

　情報化のための施設

町関連施設光化工事

その他の情報化のための施設(地域
チャンネルHD化)

ＣＡＴＶ設備等の更新に向けての施
設整備事業（ＦＴＴＨ化）



H28 H29 H30 R1 R2

自立促進
施策区分

事　業　名　　　　（　施　設　名　） 事　業　内　容
事　業
主　体

変　更　後

概　算
事業費

年　　　　度　　　　別　　　　区　　　　分
備　考

(9) 道路整備機械等

除雪ドーザ６台 町 79,411 17,626 9,785 10,000 17,000 25,000

 (11) 過疎地域自立促進特別事業

　  　 町 3,800 1,700 1,700 400

町 53,800 19,000 11,600 11,600 11,600

町 2,700 500 400 600 600 600

町 16,400 2,000 2,250 4,050 4,050 4,050

町 30,000 14,000 16,000

バス停設置助成 町 4,000 2,000 2,000

生山駅バリアフリー化 町 40,000 40,000

　小　計 － － 3,985,946 325,583 315,743 716,456 1,803,007 824,192

タクシー利用助成（町単独で実施す
るタクシー利用助成を行い、地域交
通の確保を図る）

県境を跨いだ広域バス運行への補
助（バス路線への運行助成を行い、
地域交通の確保を図る）

集落除雪対策支援事業
（生活道・歩道・高齢者世帯など地域
で必要な除雪作業を行うため、地域
が主体となって導入する除雪機に対
して補助金を交付する）

(12) その他

日南町いきいき定住促進条例に基
づいた交付金事業（人口増加・定住
を促進するために設置した同条例に
基づき、条件を満たした移住・定住
者に結婚祝い金・定住奨励金・住宅
改修補助金を交付する）

災害時緊急情報システム導入（災害
情報等をケーブルテレビなどに表示
するためのシステムを導入し住民の
安全を図る）



H28 H29 H30 R1 R2

自立促進
施策区分

事　業　名　　　　（　施　設　名　） 事　業　内　容
事　業
主　体

変　更　後

概　算
事業費

年　　　　度　　　　別　　　　区　　　　分
備　考

－ － 106,700 4,200 23,350 16,650 30,250 32,250

過疎債ソフト分
事業実施分 － － 106,700 4,200 23,350 16,650 30,250 32,250

過疎債ソフト分
基金積立分 － －

基金取崩分 － －

３．生活環境の (1) 水道施設

整備 簡易水道 簡易水道統合整備事業 町 450,000 60,000 196,000 94,000 50,000 50,000

家庭用水施設整備推進事業 町 3,040 1,520 1,520

その他 給水施設整備事業 町 3,507 3,507

(2) 下水道処理施設

農村集落排水施設 農業集落排水処理施設整備事業 町 103,200 53,200 50,000

浄化槽市町村整備推進事業 町 58,000 8,700 4,100 15,100 15,100 15,000

(3) 廃棄物処理施設

ごみ処理施設 清掃センター設備改修 町 163,847 34,294 9,553 40,000 40,000 40,000

し尿処理施設 汚泥再生処理センター設置負担金 三町 265,737 265,737

その他 プラスチック選別処理施設整備事業 西部広域 50,300 50,300

(5) 消防施設

可搬消防ポンプB３級 町 16,607 4,500 3,800 2,607 1,900 3,800

10台 3台 2台 2台 1台 2台

耐震性貯水槽整備 町 33,400 16,700 16,700

2基 1基 1基

（うち過疎地域自立促進特別事業分）



H28 H29 H30 R1 R2

自立促進
施策区分

事　業　名　　　　（　施　設　名　） 事　業　内　容
事　業
主　体

変　更　後

概　算
事業費

年　　　　度　　　　別　　　　区　　　　分
備　考

公設消防車 町 27,831 27,831

1台 1台

消火栓 町 10,600 800 800 3,000 3,000 3,000

5基 1基 1基 3基 3基 3基

 (7) 過疎地域自立促進特別事業

　  　 町 6,376 1,081 865 1,464 1,599 1,367

町 13,600 5,600 5,000 3,000

町 42,000 14,000 14,000 14,000

町 2,600 2,600

町 29,600 29,600

町 7,000 7,000

簡易水道施設監視システム導入事
業（現在人海戦術で行っている施設
の監視をＩＣＴ化し、省力化を図る）

公営企業会計法適用化事業（公営
企業会計の導入に向け、現在有す
る資産等を正確に把握する）

賃貸住宅建設促進事業（不足する住
宅確保を行い、集落の維持を図るた
め、賃貸住宅を整備する者が建設資
金の借入れを行う際の利子助成を
行うことで建設を促す）

集会所等の整備助成（地域の防災
拠点となる集会所・消防施設等の整
備・改修を支援することにより、地域
の防災力の向上を図る）

住宅改修助成（住宅改修費の一部
に助成し住宅環境を改善すること
で、空き家・廃屋を未然に防ぐと共
に、空き家の撤去を行い安心安全な
景観をつくる）

簡易水道施設管理システム導入事
業（公営企業会計システムを導入
し、経済性の発揮と公共の福祉の増
進を図る）



H28 H29 H30 R1 R2

自立促進
施策区分

事　業　名　　　　（　施　設　名　） 事　業　内　容
事　業
主　体

変　更　後

概　算
事業費

年　　　　度　　　　別　　　　区　　　　分
備　考

町 2,600 2,600

町 25,000 25,000

町 25,900 18,900 7,000

町 16,800 4,300 12,500

河川掘削維持工事 町 4,000 2000 2000

　小　計 － － 1,361,545 445,012 274,018 287,302 185,019 170,194

－ － 171,476 20,681 43,065 104,764 1,599 1,367

過疎債ソフト分
事業実施分 － － 171,476 20,681 43,065 104,764 1,599 1,367

過疎債ソフト分
基金積立分 － －

基金取崩分 － －

４．高齢者等の (1) 高齢者福祉施設

　保健及び福祉 その他　 町 5,600 5,600

　の向上及び

高齢者福祉施設の改修 町 8,100 4,100 2,000 2,000

（8）その他

（うち過疎地域自立促進特別事業分）

特別養護老人ホームﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ
特殊介護浴槽購入

農業集落排水処理施設管理システ
ム導入事業（公営企業会計システム
を導入し、経済性の発揮と公共の福
祉の増進を図る）

農業集落排水処理施設監視システ
ム導入事業（現在人海戦術で行って
いる施設の監視をＩＣＴ化し、省力化
を図る）

公営企業会計法適用化事業（公営
企業会計の導入に向け、現在有す
る資産等を正確に把握する）

定住促進住宅建設助成事業
（人口減少が続く本町において、転
入者等の定住促進対策として、生山
駅に近く、利便性の高い町有地を安
価で賃借し、新築する住宅に対して
補助金を交付する。）



H28 H29 H30 R1 R2

自立促進
施策区分

事　業　名　　　　（　施　設　名　） 事　業　内　容
事　業
主　体

変　更　後

概　算
事業費

年　　　　度　　　　別　　　　区　　　　分
備　考

高齢者福祉施設の設備機器更新 町 62,300 21,700 10,600 15,000 15,000

デイサービスセンターの整備 町 260,900 13,400 247,500

高齢者生活福祉センター 高齢者生活福祉センターの改修 町 3,000 3,000

老人ホーム サービス付き高齢者住宅の整備 民間 515,800 20,800 495,000

（3）児童福祉施設

保育所 保育施設の改修・更新 町 800 800

保育園プレジャーキッズ整備 町 4,928

（5）障がい者福祉施設

障がい者支援施設 障害者グループホーム整備 町 13,300 13,300

(8) 過疎地域自立促進特別事業

　  　 町 22,000 5,500 5,500 5,500 5,500

町 20,470 470 5,000 5,000 5,000 5,000

町 3,060 400 665 665 665 665

介護福祉人材育成奨学金制度（介
護人材の育成・確保を目的に、介護
系資格の取得を目指す学生に対し、
奨学金を貸与する。卒業後、一定の
条件を満たした場合、返還を免除す
る）
家庭看護力の向上（診療に携わる小
児科医師より、子どもの急変時等の
対処法を直接聴き、保護者及び家族
の家庭看護力を向上させ、不安軽減
を図るとともに適切な医療受診行動
を取れるように支援する）

ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽ支援（子どもの見守り
を行うことで、仕事と家庭のバランス
を保ち、子育てしやすい環境を目指
す）



H28 H29 H30 R1 R2

自立促進
施策区分

事　業　名　　　　（　施　設　名　） 事　業　内　容
事　業
主　体

変　更　後

概　算
事業費

年　　　　度　　　　別　　　　区　　　　分
備　考

町 7,200 1,800 1,800 1,800 1,800

町 20,000 10,000 10,000

　小　計 － － 942,530 11,370 47,965 23,565 79,093 785,465

－ － 72,730 870 12,965 12,965 22,965 22,965

過疎債ソフト分
事業実施分 － － 72,730 870 12,965 12,965 22,965 22,965

過疎債ソフト分
基金積立分 － －

基金取崩分 － －

５．医療の確保 (1) 診療施設

病院　 病院施設の改修等 町 10,000 10,000

医療機器等整備 町 74,200 11,800 16,500 5,900 20,000 20,000

医師住宅、職員住宅の整備改修 町 30,000 30,000

(3) 過疎地域自立促進特別事業

　  　 町 6,000 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200

中山間地域介護サービス確保対策
事業
（介護サービス事業者に対し助成を
行うことで、経営の安定を図り、介護
サービスの供給を確保する。）

在宅育児世帯支援事業
（親子の愛着形成と子育て環境の充
実を図り、子どもの人口増加及び豊
かで活力ある町づくりに資することを
目的として、１歳から３歳までの児童
を家庭で保育する世帯に経済的支
援を行う。）

（うち過疎地域自立促進特別事業分）

医療技術職員資格取得資金貸付事
業（将来町立病院の看護師を目指す
人に資格取得に要する経費の貸付
支援を行い、取得後採用した場合に
は返済を免除する）



H28 H29 H30 R1 R2

自立促進
施策区分

事　業　名　　　　（　施　設　名　） 事　業　内　容
事　業
主　体

変　更　後

概　算
事業費

年　　　　度　　　　別　　　　区　　　　分
備　考

町 20,000 5,000 5,000 5,000 5,000

町 5,500 1,100 1,100 1,100 1,100 1,100

町 1,000 200 200 200 200 200

町 3,500 700 700 700 700 700

　小　計 － － 150,200 20,000 24,700 14,100 38,200 53,200

－ － 36,000 8,200 8,200 8,200 8,200 3,200

過疎債ソフト分
事業実施分 － － 36,000 8,200 8,200 8,200 8,200 3,200

過疎債ソフト分
基金積立分 － －

基金取崩分 － －

６．教育の振興 (1) 学校教育関連施設

校　舎　 老朽化施設の改修 町 55,000 37,000 18,000

教職員住宅 教員住宅整備改修 町 11,600 11,600

屋内運動場 照明機器等改修 町 8,000 8,000

（うち過疎地域自立促進特別事業分）

職員就職支度金貸付事業（医療ス
タッフ確保のために、就職の際に必
要となる経費等を支度金として貸し
付ける）

医療職員確保のための情報発信委
託事業（医療系専門職求人サイトを
利用した情報発信により、医療スタッ
フの確保を図る）

過疎地の勤務医論文検索ｼｽﾃﾑ対
策（医師の医療研究のためのイン
ターネットによる学術論文検索サー
ビスを提供するための経費）

過疎地の勤務医研修支援事業（特
に若手医師の研究派遣によるモチ
ベーションの確保対策）



H28 H29 H30 R1 R2

自立促進
施策区分

事　業　名　　　　（　施　設　名　） 事　業　内　容
事　業
主　体

変　更　後

概　算
事業費

年　　　　度　　　　別　　　　区　　　　分
備　考

その他 衛生設備改修 町 30,000 15,000 15,000

給食施設 給食施設整備改修 町 4,680 4,680

集会施設 町 115,200 12,200 103,000

体育施設 町 489,000 38,000 450,000 1,000

テニスコート整備（駐車場整備） 町 15,000 15,000

町 92,600 92,600

図書館　 町 10,010 10,010

(4) 過疎地域自立促進特別事業

　  　 町 100,000 28,000 18,000 18,000 18,000 18,000

町 14,800 4,800 2,500 2,500 2,500 2,500

町 33,500 27,500 2,000 2,000 2,000

国際交流事業（海外派遣事業など国
際交流を通じて英語に対する興味関
心を高め、国際感覚と英語でのコ
ミュニケーション力の育成を図る）

ICT教育の充実（ＩＣＴ機器の導入・更
新およびデジタル教材の作成など、Ｉ
ＣＴ教育の推進により効果的効率的
な学習を支援する）

(3)集会施設、体育施設等

地域振興・活性化センター・まなび宿
等整備・改修

社会体育館整備（小学校体育館併
用)　(耐震補強等)

総合グラウンド夜間照明改修（LED
照明）

学校や家庭における教育支援（指導
補助者の配置や教員県研修会等を
実施し、地域全体で教育を支えるま
ちづくりを目指す）

図書館システム改修



H28 H29 H30 R1 R2

自立促進
施策区分

事　業　名　　　　（　施　設　名　） 事　業　内　容
事　業
主　体

変　更　後

概　算
事業費

年　　　　度　　　　別　　　　区　　　　分
備　考

町 6,300 1,700 1,600 1,500 1,500

町 15,100 5,100 5,000 5,000

町 1,000 1,000

　小　計 － － 1,001,790 71,900 104,400 590,200 91,010 144,280

－ － 170,700 60,300 24,200 29,200 29,000 28,000

過疎債ソフト分
事業実施分 － － 170,700 60,300 24,200 29,200 29,000 28,000

過疎債ソフト分
基金積立分 － －

基金取崩分 － －

７．地域文化の (2) 過疎地域自立促進特別事業

　　振興等 　  　 町 4,000 800 800 800 800 800

高等学校教科書等助成事業
（日南町に居住または日南町出身者
の高校生等が高等学校等において
教育を受けることに係る保護者等の
経済的負担の軽減を図り、教育の機
会均等に寄与することを目的に、高
等学校（中等教育学校の後期課程、
高等専門学校の初期の修業年限の
３年間を含む）に在籍する生徒の教
科書と副教材の費用を対象として補
助する。）

（うち過疎地域自立促進特別事業分）

文化団体活動助成（サークル活動等
を支援することで、文化の振興、社
会教育の推進を図る）

米飯給食負担金支援事業
（日南町内の児童・生徒に対して町
が推進している米飯給食のうち、米
代金を補助し、物価が上昇している
中、保護者の負担軽減を図る）

高等学校等通学費等助成事業（日
南町在住又は出身の高校生等が高
等学校等において教育を受けること
に係る保護者等の経済的負担の軽
減を図り、教育の機会均等に寄与す
ることを目的に、高等学校（中等教
育学校の後期課程、高等専門学校
の初期の修業年限の３年間を含む）
に在籍する生徒の通学費等の費用
を対象として補助する。）



H28 H29 H30 R1 R2

自立促進
施策区分

事　業　名　　　　（　施　設　名　） 事　業　内　容
事　業
主　体

変　更　後

概　算
事業費

年　　　　度　　　　別　　　　区　　　　分
備　考

町 3,500 700 700 700 700 700

(3) その他

文化ｾﾝﾀｰ設備等改修工事 町 151,400 25,400 96,000 30,000

郷土資料館の整備 町 16,100 16,100

文化センター舞台装置更新 町 31,000 31,000

　小　計 － － 206,000 26,900 32,500 1,500 113,600 31,500

－ － 7,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

過疎債ソフト分
事業実施分 － － 7,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

過疎債ソフト分
基金積立分 － －

基金取崩分 － －

８．集落の整備

    過疎地域定住対策敷地造成等 町 61,539 61,539

　(宅地造成、住宅整備等)

(2) 過疎地域自立促進特別事業

　  　 町 28,280 4,880 7,800 7,800 7,800

町 13,837 2,328 2,449 3,060 3,000 3,000

（うち過疎地域自立促進特別事業分）

(1)過疎地域集落再編整備

集落支援員の設置（地域まちづくり
協議会の充実含む）（集落の維持の
ために行うさまざまな話し合い活動
を行うための支援員を各地域に確保
する）

地域まちづくり協議会への集落維
持・活性化支援助成(地域まちづくり
協議会の活動に対して支援を行い、
地域の活性化を図る)

特色ある地域活動助成（地域まちづ
くり協議会等が地域の特性を活かし
た活動を推進することに対し助成す
る）



H28 H29 H30 R1 R2

自立促進
施策区分

事　業　名　　　　（　施　設　名　） 事　業　内　容
事　業
主　体

変　更　後

概　算
事業費

年　　　　度　　　　別　　　　区　　　　分
備　考

町 3,000 1,000 1,000 1,000

町 5,000 5,000

町 10,800 3,600 3,600 3,600

町 15,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

　小　計 － － 137,456 66,867 10,329 23,460 18,400 18,400

－ － 75,917 5,328 10,329 23,460 18,400 18,400

過疎債ソフト分
事業実施分 － － 75,917 5,328 10,329 23,460 18,400 18,400

過疎債ソフト分
基金積立分 － －

基金取崩分 － －

９．その他地域の (1)過疎地域自立促進特別事業

　　自立促進に関 　  　 町 6,820 2,620 2,100 2,100

　　し必要な事項

町 50,000 50,000

新卒者等地域就業支援事業（新卒
者等が町内企業に就職した際に助
成することで、雇用の創出、定住促
進を図る）

空き家・廃屋対策事業（家屋撤去等
を援助することにより、空き家・廃屋
の適切な管理を促し、地域の生活環
境の保全を図る）

（うち過疎地域自立促進特別事業分）

家庭用発電設備等導入促進助成
（自然ｴﾈﾙｷﾞｰの利活用の促進を図
りCO2 削減に努める）

木質バイオマス発電事業助成（木質
バイオマス発電事業を行う企業誘致
を助成することにより、森林資源の
活用した地場産業の育成、自然エネ
ルギーの利用によるＣＯ２削減を図
る）

若者の結婚・定住の促進（婚活イベ
ント等を開催し若者同士の交流や地
域の活性化を目指す）

中心地ゾーン現地測量等事業（中心
地域整備構想に基づき、対象地域
の測量調査等を実施する）



H28 H29 H30 R1 R2

自立促進
施策区分

事　業　名　　　　（　施　設　名　） 事　業　内　容
事　業
主　体

変　更　後

概　算
事業費

年　　　　度　　　　別　　　　区　　　　分
備　考

町 8,000 8,000

町 2,500 500 500 500 500 500

町 440 40 400

(2)自然エネルギーを

　　利用するための 木質バイオマスエネ利用設備 町 26,800 26,800

　　施設・整備

新石見小水力発電所導水路改修 町 28,000 28,000

高齢者福祉施設太陽光発電設備整備 町 38,600 38,600

　小　計 － － 161,160 500 500 31,120 60,640 68,400

－ － 67,760 500 500 3,120 60,640 3,000

過疎債ソフト分
事業実施分 － － 67,760 500 500 3,120 60,640 3,000

過疎債ソフト分
基金積立分 － －

基金取崩分 － －

LED等防犯灯の設置助成（地域の安
心・安全や省エネルギー化を図る）

住民参画協議会の実施（移住者を中
心に自由な発想・行動力を発揮でき
る仕組みを構築し、地域の活性化な
どの課題解決を図る）

（うち過疎地域自立促進特別事業分）

土地・家屋台帳履歴管理システム導
入事業（現在紙ベースで管理されて
いるものを電子化することにより、利
便性の向上及び省力化を図る）



H28 H29 H30 R1 R2

自立促進
施策区分

事　業　名　　　　（　施　設　名　） 事　業　内　容
事　業
主　体

変　更　後

概　算
事業費

年　　　　度　　　　別　　　　区　　　　分
備　考

　総　計 10,057,154 1,172,146 995,860 1,978,848 3,406,888 2,507,375

－ － 1,172,852 189,806 216,568 297,804 263,498 205,176

過疎債ソフト分
事業実施分 － － 1,172,852 189,806 216,568 297,804 263,498 205,176

過疎債ソフト分
基金積立分 － －

基金取崩分 － －

（うち過疎地域自立促進特別事業分）



 

議案第10号 

 

 

公の施設に係る指定管理者の指定ついて（ふるさと日南邑及び日南町緑地等利用施設緑の館） 

 

 

次のとおり公の施設に係る指定管理者を指定することについて、地方自治法（昭和22年法律第67

号）第244条の2第3項の規定により、本議会の議決を求める。 

 

 

令和2年3月3日提出 

 

日南町長    中村 英明 

 

公の施設に係る指定管理者の指定 

 

１．指定管理者の名称及び住所 

テック株式会社 代表取締役 上村 勝文 

大阪市中央区船越町1丁目3番5号 マーキュリー愛晃ビル402号 

 

２．管理に係る施設の名称及び所在地 

ふるさと日南邑及び日南町緑地等利用施設緑の館 

  日南町神戸上2962番地1 

 

３．管理に係る期間 

令和2年4月1日から令和5年3月31日まで 

   

４．管理業務の範囲 

①ふるさと日南邑及び日南町緑地等利用施設緑の館の利用に関する業務 

②施設及び設備の維持管理に関する業務 

③施設の運営に関する業務のうち町長が必要と認める業務 

 

５．利用料に関する事項 

  ふるさと日南邑の設置及び管理に関する条例（昭和61年日南町条例第20号）第8条及び日南町

緑地等利用施設の設置及び管理に関する条例（平成元年日南町条例第7号）第7条の規定に基づ

き、利用料金を指定管理者の収入として収受させる。 



議案第10号資料



議案第10号資料















議案第10号資料



 

議案第11号 

 

公の施設に係る指定管理者の指定ついて（日南町介護福祉センターあかねの郷及び日南町認知

症高齢者グループホームあさひの郷） 

 

 

次のとおり公の施設に係る指定管理者を指定することについて、地方自治法（昭和22年法律第67

号）第244条の2第3項の規定により、本議会の議決を求める。 

 

令和2年3月3日提出 

 

日南町長    中村 英明 

 

公の施設に係る指定管理者の指定 

 

１．指定管理者の名称及び住所 

社会福祉法人 日南福祉会 

日野郡日南町下石見2315番地 

 

２．管理に係る施設の名称及び所在地 

日南町介護福祉センターあかねの郷 

日南町下石見2315番地 

日南町認知症高齢者グループホームあさひの郷 

日南町生山397番地1 

 

３．管理に係る期間 

令和2年4月1日から令和7年3月31日まで 

   

４．管理業務の範囲 

① あかねの郷の維持及び管理 

② グループホームあさひの郷の維持及び管理 

③ 施設の利用許可 

④ 使用料（介護報酬等）の収受 

⑤ 上記に付随する業務 

 

５．利用料に関する事項 

  日南町介護福祉センターの設置及び管理に関する条例（平成17年日南町条例第2号）第7条第3

項の規定、日南町認知症高齢者グループホームの設置及び管理に関する条例（平成22年日南町

条例第12号）第7条第3項の規定に基づき、使用料を指定管理者の収入に収受させる。 
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議案第12号

第6次日南町総合計画（基本構想）の策定について

次のとおり、第6次日南町総合計画（基本構想）を策定することについて日南町総合計画策定条

例（平成24年日南町条例第1号）第4条の規定により、本議会の議決を求める。

令和2年3月3日提出

日南町長 中 村 英 明

日南町総合計画策定条例（平成24年日南町条例第1号）第4条の規定に基づき、第6次日南町総合計

画（基本構想）を別冊のとおり定める。



議案第13号 

 

 

日南町国民健康保険出産費資金貸付に関する条例の廃止について 

 

 

次のとおり、日南町国民健康保険出産費資金貸付に関する条例を廃止することについて、地方

自治法（昭和22年法律第67号）第96条第1項の規定により、本議会の議決を求める。 

 

 

令和2年3月3日提出 

 

 

日南町長  中村 英明 

 

 

日南町国民健康保険出産費資金貸付に関する条例の廃止について 

 

 

  日南町国民健康保険出産費資金貸付に関する条例(平成13年日南町条例第13号)は、廃止する。 

 

 

附 則 

 この条例は、令和 2年 4月 1日から施行する。 

 

 



議案第14号 

 

 

日南町交通安全指導員条例の廃止について 

 

 

次のとおり、日南町交通安全指導員条例を廃止することについて、地方自治法（昭和22年法律

第67号）第96条第1項の規定により、本議会の議決を求める。 

 

 

令和2年3月3日提出 

 

 

日南町長  中村 英明 

 

 

日南町交通安全指導員条例の廃止について 

 

 

  日南町交通安全指導員条例(昭和43年日南町条例第24号)は、廃止する。 

 

 

附 則 

 この条例は、令和 2年 4月 1日から施行する。 

 

 



議案第15号 

 

 

日南町職員の服務の宣誓に関する条例等の一部改正について 

 

 

次のとおり、日南町職員の服務の宣誓に関する条例等の一部を改正することについて、地方自

治法（昭和22年法律第67号）第96条第1項の規定により、本議会の議決を求める。 

 

 

令和2年3月3日提出 

 

 

日南町長  中村 英明 

 

 

   日南町職員の服務の宣誓に関する条例等の一部を改正する条例 

 

 

第1条 日南町職員の服務の宣誓に関する条例（昭和45年日南町条例第23号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

改正後 改正前 

(職員の服務の宣誓) 

第2条 (略) 

2 地方公務員法第22条の2第1項に規定する

会計年度任用職員の服務の宣誓について

は、前項の規定にかかわらず、任命権者

は、別段の定めをすることができる。 

(職員の服務の宣誓) 

第2条 (略) 

(新設) 

  

  備考 改正部分は、下線の部分である。 

 

第2条 日南町立学校教職員の服務の宣誓に関する条例(昭和45年日南町条例第35号)の一部を次

のように改正する。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 

   附 則 

この条例は、令和2年4月1日から施行する。 

 

改正後 改正前 

(服務の宣誓) 

第2条 (略) 

2 地方公務員法第22条の2第1項に規定する

会計年度任用職員の服務の宣誓について

は、前項の規定にかかわらず、任命権者

は、別段の定めをすることができる。 

(服務の宣誓) 

第2条 (略) 

(新設) 

  
  



議案第16号 

 

 

日南町監査委員条例等の一部改正について 

 

 

次のとおり、日南町監査委員条例等の一部を改正することについて、地方自治法（昭和22年法

律第67号）第96条第1項の規定により、本議会の議決を求める。 

 

 

令和2年3月3日提出 

 

 

日南町長  中村 英明 

 

 

   日南町監査委員条例等の一部を改正する条例 

 

 

第1条 日南町監査委員条例（昭和45年日南町条例第10号）の一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

 (趣旨) 

第1条 日南町監査委員(以下「監査委員」とい

う。)に関しては、地方自治法(昭和22年法律

第67号。以下「法」という。)第195条第2項及

び第202条の規定に基づき、法令に規定する     

              ものを除くほか、この条例

に定めるところによる。 

(定期監査) 

第4条 法第199条第4項の規定による監査は、毎

年度9月から2月までの間においてこれを行

う。ただし、都合によりこの期間以外に行う

ことができる。 

(請求又は要求による監査) 

第6条 監査委員は、法第75条第1項、第98条第2

項、第242条第1項若しくは第243条の2の2第3

項の規定による監査の請求又は第199条第6項

の規定による監査の要求があったときは、当

該監査の請求又は要求を受理した日から10日

以内に監査に着手しなければならない。 

(趣旨) 

第1条 日南町監査委員(以下「監査委員」とい

う。)に関しては、地方自治法(昭和22年法律

第67号。以下「法」という。)第195条第2項及

び第202条の規定に基づき、法及びこれに基づ

く政令に規定するものを除くほか、この条例

に定めるところによる。 

(定例監査) 

第4条 法第199条第4項の規定による監査は、毎

年6月から10月 までの間においてこれを行

う。ただし、都合によりこの期間以外に行う

ことができる。 

(請求又は要求による監査) 

第6条 監査委員は、法第75条第1項、第98条第2

項、第242条第1項若しくは第243条の2第3項    

    の規定による監査の請求又は第199条第6項

の規定による監査の要求があったときは、当

該監査の請求又は要求を受理した日から10日

以内に監査に着手しなければならない。 

  
  備考 改正部分は、下線の部分である。 

 

 

 

 

 



第2条 日南町病院事業の設置等に関する条例(昭和43年条例第14号)の一部を次のように改正

する。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 

第3条 日南町簡易水道事業の設置等に関する条例(平成31年条例第5号)の一部を次のように改

正する。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 

第4条 日南町下水道事業の設置等に関する条例(平成31年条例第6号)の一部を次のように改正

する。 

 備考 改正部分は、下線の部分である。 

 

   附 則 

この条例は、令和2年4月1日から施行する。 

 

改正後 改正前 

(議会の同意を要する賠償責任の免除) 

第4条 法第34条において準用する地方自治法

(昭和22年法律第67号)第243条の2の2第8項の

規定により、病院事業の業務に従事する職員

の賠償責任の免除について議会の同意を得な

ければならない場合は、当該賠償責任に係る

賠償額が5万円以上である場合とする。 

(議会の同意を要する賠償責任の免除) 

第4条 法第34条において準用する地方自治法

(昭和22年法律第67号)第243条の2第8項      の

規定により、病院事業の業務に従事する職員

の賠償責任の免除について議会の同意を得な

ければならない場合は、当該賠償責任に係る

賠償額が5万円以上である場合とする。 

  
  

改正後 改正前 

(議会の同意を要する賠償責任の免除) 

第6条 法第34条において準用する地方自治法

(昭和22年法律第67号)第243条の2の2第8項の

規定により、簡易水道事業の業務に従事する

職員の賠償責任の免除について議会の同意を

得なければならない場合は、当該賠償責任に

係る賠償額が5万円以上である場合とする。 

(議会の同意を要する賠償責任の免除) 

第6条 法第34条において準用する地方自治法

(昭和22年法律第67号)第243条の2第8項      の

規定により、簡易水道事業の業務に従事する

職員の賠償責任の免除について議会の同意を

得なければならない場合は、当該賠償責任に

係る賠償額が5万円以上である場合とする。 

  
  

改正後 改正前 

(議会の同意を要する賠償責任の免除) 

第6条 法第34条において準用する地方自治法

(昭和22年法律第67号)第243条の2の2第8項の

規定により、下水道事業の業務に従事する職

員の賠償責任の免除について議会の同意を得

なければならない場合は、当該賠償責任に係

る賠償額が5万円以上である場合とする。 

(議会の同意を要する賠償責任の免除) 

第6条 法第34条において準用する地方自治法

(昭和22年法律第67号)第243条の2第8項      の

規定により、下水道事業の業務に従事する職

員の賠償責任の免除について議会の同意を得

なければならない場合は、当該賠償責任に係

る賠償額が5万円以上である場合とする。 

  
  



議案第17号 

 

 

日南町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部改正について 

 

 

次のとおり、日南町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を改正する

ことについて、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第1項の規定により、本議会の議決を

求める。 

 

 

令和2年3月3日提出 

 

 

日南町長  中村 英明 

 

 

   日南町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

日南町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例（昭和46年日南町条例第8号）

の一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

(期末手当) (期末手当) 

第4条 特別職の職員の期末手当の額は、給料月

額の100分の120に相当する額に日南町職員の

給与に関する条例(昭和46年日南町条例第10

号)の適用を受ける職員(以下「一般職の職

員」という。)の例により算定した額による。

この場合において、その例によることとされ

る日南町職員の給与に関する条例第19条第2項

の規定の適用については、同項中「100分の

130」とあるのは「100分の170」 とする。 

 

第4条 特別職の職員の期末手当の額は、給料月

額の100分の120に相当する額に日南町職員の

給与に関する条例(昭和46年日南町条例第10

号)の適用を受ける職員(以下「一般職の職

員」という。)の例により算定した額による。

この場合において、その例によることとされ

る日南町職員の給与に関する条例第19条第2項

の規定の適用については、同項中「100分の

130」とあるのは「100分の167.5」とする。 

 

  備考 改正部分は、下線の部分である。 

 

   附 則 

この条例は、令和2年4月1日から施行する。 

 



議案第18号 

 

 

日南町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正について 

 

 

次のとおり、日南町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正することに

ついて、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第1項の規定により、本議会の議決を求める。 

 

 

令和2年3月3日提出 

 

 

日南町長  中村 英明 

 

 

   日南町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

日南町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和46年日南町条例第7号）の一部

を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

(期末手当) (期末手当) 

第6条 議会の議員の受ける期末手当の額は、報

酬月額の100分の120に相当する額に一般の職

員の例により一定の割合を乗じて得た額とす

る。この場合において、その例によることと

される日南町職員の給与に関する条例(昭和46

年日南町条例第10号)第19条第2項の規定の適

用については、同項中「100分の130」とある

のは「100分の170」 とする。 

第6条 議会の議員の受ける期末手当の額は、報

酬月額の100分の120に相当する額に一般の職

員の例により一定の割合を乗じて得た額とす

る。この場合において、その例によることと

される日南町職員の給与に関する条例(昭和46

年日南町条例第10号)第19条第2項の規定の適

用については、同項中「100分の130」とある

のは「100分の167.5」とする。 

  備考 改正部分は、下線の部分である。 

 

   附 則 

この条例は、令和2年4月1日から施行する。 

 



議案第19号 

 

 

日南町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正について 

 

 

次のとおり、日南町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正するこ

とについて、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第1項の規定により、本議会の議決を求める。 

 

 

令和2年3月3日提出 

 

 

日南町長  中村 英明 

 

 

   日南町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

日南町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和56年日南町条例第2号）の一

部を次のように改正する。 

 



 

改正後 改正前 

 

別表第1(第2条関係) 

 

別表第1(第2条関係) 

報酬 報酬 

教育委員会の委員 委員 
月

額 

36,000円 

選挙管理委員会の委員 
委員長 

日

額 

5,500円 

委員 同 5,000円 

監査委員 
識見を有する者のうちから選任された委員 

月

額 

51,000円 

議会の議員のうちから選任された委員 同 25,500円 

固定資産評価審査委員会の委員 
委員長 

日

額 

5,300円 

委員 同 4,800円 

農業委員会の委員 

会長 
月

額 

51,000円 

会長職務代理者 同 41,000円 

委員 同 36,000円 

農地利用最適化推進委員 同 36,000円 

交通指導員 
年

額 

38,900円 

スポーツ推進委員 同 20,000円 

選挙長 
日

額 

10,800円

以内 

投票管理者 同 
12,800円

以内 

教育委員会の委員 委員 
月

額 

36,000円 

選挙管理委員会の委員 
委員長 

日

額 

5,500円 

委員 同 5,000円 

監査委員 
識見を有する者のうちから選任された委員 

月

額 

51,000円 

議会の議員のうちから選任された委員 同 25,500円 

固定資産評価審査委員会の委員 
委員長 

日

額 

5,300円 

委員 同 4,800円 

農業委員会の委員 

会長 
月

額 

51,000円 

会長職務代理者 同 41,000円 

委員 同 36,000円 

農地利用最適化推進委員 同 36,000円 

交通指導員 
年

額 

38,900円 

スポーツ推進委員 同 20,000円 

選挙長 
日

額 

10,600円

以内 

投票管理者 同 
12,600円

以内 



期日前投票管理者 同 
11,300円

以内 

開票管理者 同 
10,800円

以内 

投票立会人 同 
10,900円

以内 

期日前投票立会人 同 
9,600円 

以内 

開票立会人 同 
8,900円 

以内 

選挙立会人 同 
8,900円 

以内 

専門委員及び前各号に掲げる者を除く附属機関の

委員その他の構成員 

長 同 3,500円 

その他 同 3,500円 

            
 

期日前投票管理者 同 
11,100円

以内 

開票管理者 同 
10,600円

以内 

投票立会人 同 
10,700円

以内 

期日前投票立会人 同 
9,500円 

以内 

開票立会人 同 
8,800円 

以内 

選挙立会人 同 
8,800円 

以内 

専門委員及び前各号に掲げる者を除く附属機関の

委員その他の構成員 

長 同 3,500円 

その他 同 3,500円 

            
 

  

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 

  附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

  



議案第20号 

 

 

日南町消防団条例の一部改正について 

 

 

次のとおり、日南町消防団条例の一部を改正することについて、地方自治法（昭和22年法律第67号）第

96条第1項の規定により、本議会の議決を求める。 

 

 

令和2年3月3日提出 

 

 

日南町長  中村 英明 

 

 

   日南町消防団条例の一部を改正する条例 

 

 

日南町消防団条例（昭和45年日南町条例第46号）の一部を次のように改正する。 

 



 

改正後 改正前 

 

別表第2(第14条の2関係) 

 

別表第2(第14条の2関係) 

費用弁償 費用弁償 

区分 支給単位 金額 

水火災その他の災害の場合 1回につき 3,500円 

警戒の場合 〃 3,500円 

訓練の場合 〃 3,500円 

その他の職務に従事する場合 〃 3,500円 
 

区分 支給単位 金額 

水火災その他の災害の場合 1回につき 3,000円 

警戒の場合 〃 3,000円 

訓練の場合 〃 3,000円 

その他の職務に従事する場合 〃 3,000円 
 

  

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 

  附 則 

この条例は、令和2年4月1日から施行する。 

 

  



 

議案第21号 

 

日南町被災者住宅再建等支援事業助成条例の一部改正について 

 

次のとおり、日南町被災者住宅再建等支援事業助成条例の一部を改正することについて、地方自治法（昭和

22年法律第67号）第96条第1項の規定により、本議会の議決を求める。 

 

令和2年3月3日提出 

 

日南町長  中村 英明 

 

   日南町被災者住宅再建等支援事業助成条例の一部を改正する条例 

 

日南町被災者住宅再建等支援事業助成条例（平成13年日南町条例第23号）の一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

(支援金の額) 

第4条 前条第1項第1号の被災者住宅再建等支援金の額

は、別表1の第5欄に定める額以下とする。 

(支援金の額) 

第4条 前条第1項第1号の被災者住宅再建等支援金の額

は、別表 の第5欄に定める額以下とする。 

2 前条第 1項第 2号の被災者住宅修繕促進支援金の額

は、別表 2に定める額以下とする。 

 

別表 1(第 3 条及び第 4条関係) 

 

対象事

業 

完了

期間 

対象世帯 申請

期間 

支援金の額 

(1)～

(6) 

略 略 略 略 

(7)一

部損壊

世帯 

(被害

割合 1

0％以

上) 

2 年 一部損壊

世帯の世

帯主また

は当該居

宅の所有

者(町長

が別に定

めるもの

に限る) 

1 年 補修に要する経

費(30 万円を限

度とするが、応

急修理を受ける

ことができる場

合にあっては、

応急修理のため

に支出されるべ

き費用の額を控

除する。) 

(8)～

(9) 

略 略 略 略 

 

別表 2(第 4 条関係) 

対象世帯 支給額 

一部損壊世帯 

(被害割合 5％以上 10％未満) 

5 万円 

一部損壊世帯(被害割合 5％未満) 2 万円 
 

2 前条第 1項第 2号の被災者住宅修繕促進支援金の額

は、2万円以下    とする。 

 

別表 (第 3 条及び第 4条関係) 

 

対象事

業 

完了

期間 

対象世帯 申請

期間 

支援金の額 

(1)～

(6) 

略 略 略 略 

(7)一

部損壊

世帯 

    

    

   

2 年 一部損壊

世帯の世

帯主また

は当該居

宅の所有

者(町長

が別に定

めるもの

に限る) 

1 年 補修に要する経

費(30 万円を限

度とする。  

       

       

       

       

       

       

    ) 

(8)～

(9) 

略 略 略 略 

 

(新設) 

  

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



議案第22号 

 

 

日南町営住宅の設置及び管理に関する条例等の一部改正について 

 

 

次のとおり、日南町営住宅の設置及び管理に関する条例等の一部を改正することについて、地

方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第1項の規定により、本議会の議決を求める。 

 

 

令和2年3月3日提出 

 

 

日南町長  中村 英明 

 

 

   日南町営住宅の設置及び管理に関する条例等の一部を改正する条例 

 

 

第1条 日南町営住宅の設置及び管理に関する条例（平成9年日南町条例第23号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

改正後 改正前 

第2章 町営住宅の管理 

(入居者の公募の方法) 

第4条 町長は、入居者の公募を次の各号に

掲げる方法のうち2以上の方法によって行

うものとする。 

(1)～(5) (略) 

(6) 町ホームページ 

2 (略) 

(住宅入居の手続) 

第11条 町営住宅の入居決定者は、決定の

あった日から10日以内に次の各号に掲げ

る手続をしなければならない。 

(1) 入居決定者と同程度以上の収入を有

する者で、町長が適当と認める連帯保

証人(連帯保証人が保証する極度額は、

入居時の家賃の6月分に相当する額とす

る。)の連署する請書に規則で定める書

類を添えて提出すること。 

(2) (略) 

2～5 (略) 

(遅延損害金) 

第18条の2 町長は、前条の規定により督促

を受けた者が、同条の規定により指定さ

れた期限までに家賃を納入しないとき

は、同条の規定により指定した期限の翌

第2章 町営住宅の管理 

(入居者の公募の方法) 

第4条 町長は、入居者の公募を次の各号に

掲げる方法のうち2以上の方法によって行

うものとする。 

(1)～(5) (略) 

(新設) 

2 (略) 

(住宅入居の手続) 

第11条 町営住宅の入居決定者は、決定の

あった日から10日以内に次の各号に掲げ

る手続をしなければならない。 

(1) 入居決定者と同程度以上の収入を有

する者で、町長が適当と認める連帯保

証人                                                                   

                                                                           

         の連署する請書に規則で定める書

類を添えて提出すること。 

(2) (略) 

2～5 (略) 

(遅延損害金) 

第18条の2 町長は、前条の規定により督促

を受けた者が、同条の規定により指定さ

れた期限までに家賃を納入しないとき

は、同条の規定により指定した期限の翌



日から納入の日までの期間の日数に応

じ、当該金額に法定利率     を乗

じて計算した金額に相当する遅延損害金

を徴収する。 

2・3 (略) 

(敷金) 

第19条 (略) 

2 (略) 

3 入居者が賃貸借に基づいて生じた金銭の

給付を目的とする債務を履行しないとき

は、町は敷金をその債務の弁償に充てる

ことができる。この場合において、入居

者は町に対し、敷金をもって賃貸借に基

づいて生じた金銭の給付を目的とする債

務の不履行の弁償に充てることを請求す

ることができない。 

4 第1項に規定する敷金は、入居者が住宅

を明け渡すとき、これを還付する。ただ

し、賃貸借に基づいて生じた金銭の給付

を目的とする債務の不履行又は当該入居

に係る損害賠償金があるときは、当該敷

金のうちからこれを控除した額を還付す

る。 

5 (略) 

(入居者の費用負担義務) 

第22条 次の各号に掲げる費用は、入居者

の負担とする。 

(1)・(2) (略) 

(3) 障子及びふすまの張替、ガラスのは

め替並びに畳及び建具の修繕に要する

費用（退去時に通常の使用による損耗

しか生じていない場合についても行う

こととしているふすまの張替及び畳の

表替え、裏返し又は畳縁の交換に要す

る費用を含む。） 

(4) 共同施設又は                          、給水施

設及び汚水処理施設の使用又は維持、

運営に要する費用 

(5) (略) 

(住宅の明渡請求) 

第42条 (略) 

2 (略) 

3 町長は、第1項第1号の規定に該当するこ

とにより同項の請求を行ったときは、当

該請求を受けた者に対して、入居した日

から請求の日までの期間については、近

傍同種の住宅の家賃の額とそれまでに支

払を受けた家賃の額との差額に法定利率    

      による支払期後の利息を付した額の金

日から納入の日までの期間の日数に応

じ、当該金額に年5パーセントの割合を乗

じて計算した金額に相当する遅延損害金

を徴収する。 

2・3 (略) 

(敷金) 

第19条 (略) 

2 (略) 

(新設) 

 

 

 

 

 

 

 

3 第1項に規定する敷金は、入居者が住宅

を明け渡すとき、これを還付する。ただ

し、未納の家賃又は損害賠償金があると

きは、                                                                   

                                                                          敷

金のうちからこれを控除した額を還付す

る。 

4 (略) 

(入居者の費用負担義務) 

第22条 次の各号に掲げる費用は、入居者

の負担とする。 

(1)・(2) (略) 

(3) 畳の表替え、破損ガラスの取替え等

の軽微な修繕及び給水栓、点滅器その

他附帯施設の構造上重要でない部分の

修繕に要する費用                                         

                                                                           

                                                                           

                                    

(4) 共同施設又はエレベーター、給水施

設及び汚水処理施設の使用又は維持、

運営に要する費用 

(5) (略) 

(住宅の明渡請求) 

第42条 (略) 

2 (略) 

3 町長は、第1項第1号の規定に該当するこ

とにより同項の請求を行ったときは、当

該請求を受けた者に対して、入居した日

から請求の日までの期間については、近

傍同種の住宅の家賃の額とそれまでに支

払を受けた家賃の額との差額に年5分の割

合による支払期後の利息を付した額の金



銭を、請求の日の翌日から当該町営住宅

の明渡しを行う日までの期間について

は、毎月、近傍同種の住宅の家賃の額の2

倍に相当する額以下の金銭を徴収するこ

とができる。 

4～6 (略) 

銭を、請求の日の翌日から当該町営住宅

の明渡しを行う日までの期間について

は、毎月、近傍同種の住宅の家賃の額の2

倍に相当する額以下の金銭を徴収するこ

とができる。 

4～6 (略) 

  

  備考 改正部分は、下線の部分である。 

 

第2条 日南町特定公共賃貸住宅の設置及び管理に関する条例(平成7年日南町条例第9号)の一部

を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(入居の手続) 

第11条 入居決定者は、決定のあった日から

10日以内に、次の各号に掲げる手続をしな

ければならない。 

(1) 町長の定める資格を有する連帯保証

人（連帯保証人が保証する極度額は、入

居時の家賃の6月分に相当する額とす

る。）の連署する請書に規則で定める書

類を添えて提出すること。ただし、町長

は、特別の事情があると認めた者に対し

ては、連帯保証人の連署を必要としない

こととすることができる。 

(2) (略) 

2～4 (略) 

(遅延損害金) 

第13条の3 町長は、前条第1項の規定により

督促を受けた者が、同条の規定により指定

された期限までに家賃を納入しないとき

は、同条の規定により指定した期限の翌日

から納入の日までの期間の日数に応じ、当

該金額に法定利率                        を乗じて計

算した金額に相当する遅延損害金を徴収す

る。 

2・3 (略) 

(修繕の実施及び費用の負担) 

第15条 町長は、特定公共賃貸住宅の修繕

(次条に定めるものを除く。)                           

                                                                                 

               を実施するものとする。 

2 (略) 

(入居者の費用負担義務) 

第16条 次の各号に掲げる費用は、入居者の

負担とする。 

(1)・(2) (略) 

(3) 障子及びふすまの張替、ガラスのは

(入居の手続) 

第11条 入居決定者は、決定のあった日から

10日以内に、次の各号に掲げる手続をしな

ければならない。 

(1) 町長の定める資格を有する連帯保証

人                                                                         

                                                                             

             の連署する請書に規則で定める書

類を添えて提出すること。ただし、町長

は、特別の事情があると認めた者に対し

ては、連帯保証人の連署を必要としない

こととすることができる。 

(2) (略) 

2～4 (略) 

(遅延損害金) 

第13条の3 町長は、前条第1項の規定により

督促を受けた者が、同条の規定により指定

された期限までに家賃を納入しないとき

は、同条の規定により指定した期限の翌日

から納入の日までの期間の日数に応じ、当

該金額に年5パーセントの割合を乗じて計

算した金額に相当する遅延損害金を徴収す

る。 

2・3 (略) 

(修繕の実施及び費用の負担) 

第15条 町長は、特定公共賃貸住宅の修繕

(畳の表替え、障子紙の張替え、ふすま紙

張替え、給水栓の取替え等の軽微な修繕を

除く。)を実施するものとする。 

2 (略) 

(入居者の費用負担義務) 

第16条 次の各号に掲げる費用は、入居者の

負担とする。 

(1)・(2) (略) 

(3) 畳の表替え、破損ガラスの取替え等



備考 改正部分は、下線の部分である。 

 

   附 則 

(施行期日) 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第1条中第11条第1項の改正規定及び第2条

中第11条第1項の改正規定については、令和2年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

２ 前項ただし書に規定する規定の施行の日前に到来した支払期に係るこの条例による改正前

の日南町営住宅の設置及び管理に関する条例第11条の規定及び日南町特定公共賃貸住宅の設

置及び管理に関する条例第11条に規定する連帯保証人が保証する額については、なお従前の

例による。  

 

め替並びに畳及び建具の修繕に要する費

用（退去時に通常の使用による損耗しか

生じていない場合についても行うことと

しているふすまの張替及び畳の表替え、

裏返し又は畳縁の交換に要する費用を含

む。） 

(4)・(5) (略) 

2 (略) 

の軽微な修繕及び給水栓、点滅器その他

附帯施設の構造上重要でない部分の修繕

に要する費用                                                    

                                                                             

                                                                             

               

(4)・(5) (略) 

2 (略) 

  
  



 

議案第23号 

 

日南町簡易水道等施設の設置及び給水に関する条例の一部改正について 

 

次のとおり、日南町簡易水道等施設の設置及び給水に関する条例の一部を改正することについて、地方自治

法（昭和22年法律第67号）第96条第1項の規定により、本議会の議決を求める。 

 

令和2年3月3日提出 

 

日南町長  中村 英明 

 

   日南町簡易水道等施設の設置及び給水に関する条例の一部を改正する条例 

 

日南町簡易水道等施設の設置及び給水に関する条例（昭和45年日南町条例第3号）の一部を次のように改正す

る。 

 

改正後 改正前 

第2章 給水装置の工事及び費用 

(指定給水装置工事事業者の指定の更新) 

第7条の2 給水装置工事を施工する指定給水装置工事事

業者は、法第25条の3の2の規定により5年ごとにその

指定の更新を受けなければならない。 

(給水管及び給水用具の指定) 

第7条の3 (略) 

 

 

別表第3(第28条関係) 

 

1  町長が給水装置工事の設計をす 1件につき   790円 

 るとき 

2  第7条第1項の指定をするとき   1件につき 10,000円 

3  第7条の2の更新をするとき     1件につき 10,000円 

4  第7条第2項の設計審査(材料    1回につき    790円 

  の確認を含む。) 

5  第7条第2項の工事の検査をする 1回につき  1,130円 

  とき 

6  第18条第2項の消防演習の立    1回につき  5,000円 

  会をするとき 

7  第31条第2項の確認をするとき  1回につき  1,130円 

第2章 給水装置の工事及び費用 

(新設) 

 

 

 

(給水管及び給水用具の指定) 

第7条の2 (略) 

 

 

別表第3(第28条関係) 

 

1  町長が給水装置工事の設計をす 1件につき   790円 

 るとき 

2  第7条第1項の指定をするとき   1件につき 10,000円 

(新設) 

3  第7条第2項の設計審査(材料    1回につき    790円 

  の確認を含む。) 

4  第7条第2項の工事の検査をする 1回につき  1,130円 

  とき 

5  第18条第2項の消防演習の立    1回につき  5,000円 

  会をするとき 

6  第31条第2項の確認をするとき  1回につき  1,130円 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 


